
拙速な改憲発議を行わないよう求める意見書（案）     

   

 報道によると、自民党憲法改正促進本部は、１２月より改憲案策定に向けた意

見集約に入ることを決めたとのことである。衆議院選挙の公約として掲げた「９

条への自衛隊明記」「緊急事態条項の新設」「参院選挙区の合区解消」「教育無償化」

の４項目で議論を進めてきている。しかしながら、多くの識者の指摘するとおり、

「参院選挙区の合区解消」「教育無償化」はあえて憲法で規定する必要性はなく、

別途法律の改正等で対応できることから「９条への自衛隊明記」「緊急事態条項の

新設」が狙いであることは間違いない。 

 安倍首相は、現行の９条第１項と２項はそのままにして、そこに自衛隊の存在

を明記することで、大多数の国民の支持を得ている自衛隊を「合憲化」するとし

ている。しかし、これまでも歴代政権は一貫して「自衛隊は合憲」との解釈を貫

いてきたはずである。ただしその実力行使の範囲をあくまでも「個別的自衛権」

に限定することで、憲法９条と１３条との間に整合性を与えてきたのであり、大

多数の国民の自衛隊への親和性も、この点と「災害救助」への自衛隊の貢献に基

づくものであることは明らかである。 

ところが、安倍政権は「集団的自衛権」行使容認、日米新ガイドライン、「安保

関連法制」と自衛隊のあり方を根本的に改変させ続けてきており、自衛隊の保有

する装備も攻撃型に変更されてきている。こうした自衛隊の存在を憲法に明記す

ることは、「後法優先の原則」と相まって事実上の「戦力」としての自衛隊を合法

化し、それに基づいて関連諸法と制度を大幅に変える事態につながる。 

 さらに首相が宣言する「緊急事態」において内閣への政治的権能の集中を認め

る「緊急事態条項」は、法の支配そのものの破壊につながりかねない。  

 こうした国の政治の根幹に関わる重要案件を、一政党が強引に推し進めること

があってはならない。 

よって、衆参両院においては拙速に改憲発議を行うことのないよう強く求める。 

  

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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